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東 新潟 火力 発電 所 3・4 号 系 列 に は , ガス ター ビン ・ コ ン バ イ ンド サイ クル 発電 設備 を 採用 


し て いる 。 


今回 , 3・4 号 系 列 の 開発 , 設計 , 建設 と . その 後 の 運 用 に お ける 技術 基盤 の 構築 に よっ て 
実現 し た , GT 人 口 ガス 温度 の 高温 化 に よる 増 出力 運用 に つい て 紹介 する 。 


This paper shows how this station has achieved an Increased output at a higher gas turbine 
Imlet temperature by introducing No3 and No4 Units as well as developing technical bases for 


them. 


1. は じ め に 


東北 電力 帆 東 新潟 火力 発電 所 は , 新潟 県 北部 の 北浦 原 
郡 聖 籠町 ・ 新 潟 東港 工業 地域 に 位置 し , 当社 最大 の 火 
力 電源 (緊急 電源 を 含み , 総出 力 約 520 万 kW) と し て , 
電力 の 安定 供給 の 一 翼 を 担っ て いる ( 図 1 参 照 )。 

当 発 電 所 3 ・ 4 号 系 列 に は , ガス ター ビン ・ コ ン バ 
イン ドサ イク ル (以下 GTCC) 発電 設備 が 採用 され , 3 
号 系 列 は , 国内 初 の 事業 用 大 容量 GTCC 発 電設 備 と し て 
1985 年 (昭和 60 年 ) に 営業 運転 (全量 ) を 開始 し た 。 そ 
の 後 , 3 号 系 列 の 運転 保守 の 経験 か ら . この 発電 方 式 は 
更に 高い 熱効率 ポテ ン シ ャ ル を 持っ て いる こと を 知り . 
1989 年 (平成 元 年 ) か ら GTCC 発 電設 備 の 主機 で ある 高 
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効率 ガス ター ビン の 開発 研究 に 着手 し た 。 

この 当時 の ガス ター ビン 技術 レベ ル は , ガス ター ビン 
の 翼 材 料 や 冷却 技術 の 制約 か ら , 3 号 系 列 で 採用 し た ガ 
スタ ー ビ ン 入口 ガス 温度 (以下 T1T) 1100C 級 , プラ 
ント 熱効率 48% (発電 端 ・LHV 基 準 : 以下 同様 ) が 最 
高 で あり , 国内 外 に お ける 事業 用 ガス ター ビン の 開発 は 
T1T : 1.300C 級 を 目標 に 進め られ て いた 。 

当社 は , 3 号 系 列 の 開発 ・ 設 計 ・ 建 設 ・ 運 転 保守 で 培っ 
た 知見 を 活か し , プラ ント 熱効率 55% 以 上 の 達成 を 可能 
と する T1T : 1500C 級 を 目標 と し て 開発 を 進め , 41 号 
系 列 が 1999 年 (平成 11 年 ) 営業 運転 を 開始 し た 。 そ の 後 , 
更 な る 技術 開発 を 進め . 4-2 号 系 列 は , 4-1 号 系 列 の 運転 
初期 に 経験 し た 燃焼 振動 の 課題 等 を 踏ま え 更 な る 改善 を 
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施 し た 新型 燃焼 器 を 採用 し , 2006 年 (平成 18 年 ) 営業 運 高温 化す る た め に 必要 な 要素 技術 開発 研究 と し て | 翼 冷 
転 を 開始 し た 。 却 方 法 ] 「 予 混合 比率 を 拡大 し た 燃焼 器 」 | 材料 ・ 結 唱 制 
ここ で は , 3・4 号 系 列 の 開発 ・ 設 計 ・ 建 設 と その 後 御方 式 ] な ど を 1989 年 (平成 元 年 ) か ら 6 年 間 に 豆 り 実 施し, 





の 運転 保守 に お ける 技術 基盤 の 構築 に よっ て 実現 し た , その 要素 性 能 ・ 信 頼 性 を 検証 する と と も に , それ ら の 結果 
T]T 高 温 化 に よる 3 ・4 号 系 列 GTCC 発 電設 備 の 増 出力 を 設計 に 反映 し た 。 特 に 材料 ・ 結 品 制御 方 式 の 開発 研究 
運用 に つい て 紹介 する 。 で は , 当時 航空 機 用 ジェ ッ ト エ ンジ ン 等 の 小型 罠 で 実用 


2. 当社 に お ける GTCC 発 電設 備 導 入 の 歴史 


化 さ れ て いた 一 方 向 凝 固 合金 (材質 : CM247LC) の 1・ 
2 段 動 翼 へ の 適用 を 目指 し , スケ ー ル アッ プ 製 造 法 の 検 














1970 年 代 は 2 度 に 凸 る 石油 危機 の 経験 か ら 長 期 的 な 供 討 を 行い , 事業 用 大 容量 GT へ の 実用 化 ( 図 4 参照 ) に 成 
給 力 の 確保 と 電源 の 多様 化 が 求め られ て いた 。 功 し た 。 
当社 で は 1960 年 代 よ り GTCC 発 電設 備 の 高い 運用 性 と 
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着目 し , 開発 研究 を 進め る と と も に , 運転 保守 











に お いて 技術 基盤 の 構築 を 行ない . GTCC 発 電設 備 の 建 DE @ 
設 に 半 進 し て きた ( 図 2 参照 )。 N3 

当初 , 3 号 系 列 は 従来 型 の 泡 力 発電 方 式 で 計画 され て = 0 
いた が , 省エネ ルギー の 観点 か ら GTCC 発 電設 備 に 計画 = 

を 変更 し , 開発 研究 を 開始 し た 。 国 内 初 の 事業 用 大 容 眉 ミ に 


量 GTCC 発 電設 備 で あっ た こと か ら , 開発 ・ 建 設 は 手 探 
り の 状況 で あり 困難 を 極め た 。 当 時 , GT 燃焼 器 の 主流 
は 拡散 燃焼 方 式 で あり , NOx 低 減 の た め , 水 又 は 蒸気 i 
噴霧 が 用 いら れ て いた が , 熱効率 が 低下 する と と も に 大 
量 の 水 が 必 要 で あっ た 。 3 号 系 列 で は 世界 初 と な る 水 双 
は 蒸気 噴射 に よら な い 乾 式 予 混合 燃焼 方 式 を 開発 し , 低 
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燃焼 副 の 実用 化 に 成功 し た 。( 図 3 参照 )。 
4 号 系 列 の 開発 で は , 3 号 系 列 の 開発 ・ 建 設 
で 培っ た 技術 や 経験 を 活か し , T1T1500C ま で 図 3 3 号 系 列 燃焼 器 


GTCC 設 備 の 開発 , 建設 包 更 な る 高温 化 へ の 取り 組み 安定 設備 の 構築 


1960~ 1982~1985 2003~ 







T1T1.100 で 級 


S 号 系 列 





建設 に 向け た 運転 ・ 保 守 に よる 3 号 系 列 へ の 新 技術 採用 
開発 研究 デー タ 敬 積 

・ 皿 冷却 方 法 の 開発 , 実用 化 "運転 保守 に よる デー タ 普 積 ③ 新 型 燃焼 器 の 採用 ( 低 NOx 化 ) 

・ 遮 熱 コ - テ ルン ゲ の 開発 , 実用 化 "評価 技術 の 昔 積 ⑭ 冷却 強化 要 の 採用 (耐力 向上 化 ) 


・ 材 料 の 開発 , 実用 化 
① 燃焼 器 予 混 合 燃焼 方 式 の 義 発 
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・ 買 冷却 方 法 の 開発 , 実用 化 ・ 運 転 保守 に よる デー タ 鞭 積 
・ 放熱 コ - テ ツゲ の 開発 , 実用 化 評価 技術 の 間柄 ⑤ 新 型 燃焼 器 の 採用 
② 材料 ・ 結 晶 制御 方 式 の (燃焼 振動 対策 , 低 NOx 化 ) 

開発 , 実用 化 ⑥ 改 良 型 1 段 動静 翼 の 採用 
・ 予 混合 比率 を 拡大 し た 燃焼 器 (耐力 向上 , 排ガス 温度 低減 ) 


の 開発 , 実用 化 
・ 燃 焼 冷却 方 式 の 開発 , 実用 化 


図 2 GTCC 発 電設 備 導 和信 に お ける 技術 基盤 構築 の 歩み 
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3. 3・4 号 系 列 設備 概要 


3.1 3 号 系 列 プ ラン ト 構 成 と 機器 諸 元 

3 号 系 列 は , 1982 年 (昭和 57 年 ) 3 月 に 着工 , 1984 年 
(昭和 59 年 ) 4 月 に 主機 試運転 を 開始 し , 3-1 号 系 列 を 同 
年 12 月 に , 3-2 号 系 列 を 1985 年 (昭和 60 年 ) 10 月 に 営業 
連 転 を 開始 し た 。 

本 プラ ント は , 主 に ベー スロ ー ド 運用 で 計画 され て い 
た こと か ら , 蒸気 ター ビン の 大 型 化 に よる 熱効率 の 向上 
を 重視 し て , 多 軸 型 を 採用 し た 。 

プラ ント 構成 は , 1.100 て 級 の GT 3 台 , 排 熱 回 収 ボ イ 
ラ (以下 HRSG) 3 台 お よび 蒸気 ター ビン (以下 ST) 1 
台 を 組み 合わ せ た 多 軸 型 構成 を 1 系列 と し , プラ ント 
全体 と し て 2 系 列 (大 気温 度 15C におい て, 認可 出力 
1090MW) で 構成 され て いる ( 図 5 参 照 )。 ま た , T1T 
は 通常 時 1.154 て の 設計 と し , 短 時 間 で あれ ば 1.201C の 
ピー ク 運 転 が 可 能 な 設備 と し て 建設 し た 。 表 1 に 主要 機 
器 の 諸 元 を 示す 。 
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図 4 一 方 向 凝 固 合金 (1 ・2 段 動 翼 ) 


3.2 4 号 系 列 プ ラン ト 構 成 と 機器 諸 元 
4 号 系 列 は , 4-1 与 系列 が 1999 年 (平成 11 年 ) 7 月 , 


4.2 号 糸 列 が 2006 年 (平成 18 年 ) 12 月 に 営業 運転 を 開始 
4 


プラ ント 構成 は GT2 台 ・HRSG 2 台 お よび ST 1 台 


を 組み 合わ せ た 多 軸 型 構成 を 1 系 列 と し , プラ ント 全 
体 と し て 2 系 列 (大 気温 度 - 1 て に お いて , 
1610MW) で 構成 され て いる ( 図 6 参照 ) 。 


認可 出力 


表 1 3 号 糸 列 主要 機 妖 の 諸 元 


(1) GT 
種 類 
出 力 
入 口 圧 カ 
入 口 温 度 
回 転 数 
(2) HRSG 
種 類 
蒸発 量 (高圧 / 低 圧 ) 
出口 圧力 (高圧 / 低 圧 ) 
出口 温度 (高圧 / 低 圧 ) 
(3) ST 
種 類 
出 力 


入口 圧力 (高圧 / 低 圧 ) 
入口 温度 (高圧 / 低 圧 ) 


回 転 数 
(4) プラ ント 性 能 
認 可 出 カ 


熱効率 


6 台 
一 軸 開 放 サ イク ル 形 
137, 000 k W 
(大 気温 度 15 で 時 118, 000kW) 
1.47MPa 
1. 154 で C (常用 ) 
3.000r pm 
6 台 
排 熱 回 収 複 圧式 
194/61t/h 
6.7/0.59MPa 
505 て / 飽 和 温 度 
2 台 
反動 くし 形 2 流 排気 式 
203, 000 k W 
(大 気温 度 15 で 時 191, 000kW) 
6.4/0.49MPa 
500 て / 飽 和 温 度 
3.000r pm 


1.090,.000 k W( 大 気温 度 15 で ) 
48% (LHV 基準 ) 





5 3 号 系 列 設備 構成 





6 4 号 系 列 設備 構成 
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各々 の 設備 設計 に あたっ て は ., 将来 的 な TI1T : 1500C 


運転 を 可能 と する 設備 と し て 


設計 され て いた が . 安定 し 


た 電力 供給 を 行なう た め , 高温 部 品 の 状況 を 確認 し つつ 
運用 し て いく と いう 観点 か ら , T1T : 1450C で 運用 さき 
れ て きた 。 表 2 に 主要 機 対 の 諸 元 を 示す 。 


4. 増 出力 運用 に 向け た 具体 的 取り 組み 


4.1 3 号 系 列 の 取り 組み 


3 号 系 列 で T1T : 1201C の ピー ク 運 転 を 長期 間 , 安 
定 的 に 行なう 場合 に は , 燃焼 音 や ター ビン 動静 翼 な どの 
高温 部 品 の 信頼 性 を 向上 する 必要 が あっ た 。 

そこ で , 高温 部 品 の 破壊 調査 に よる 健全 性 評価 , 信頼 
性 向上 の た め の 新 技術 開発 に よる 技術 的 知見 を 蓄積 し , 
2003 年 (平成 15 年 ) に 燃焼 安定 性 向上 を 目的 に 新型 燃焼 
器 ( 図 7 参照) を 採用 し , 2008 年 (平成 20 年 ) に は 高温 
部 品 の 耐力 向上 を 目的 に ター ビン 冷却 強化 翼 を 採用 し た 








( 図 8 参 照 )。 








表 2 4 号 糸 列 主要 機 器 の 諸 元 


(1) GT 
種 類 
出力 (4-1 号 計 列 ) 
出力 (4-2 号 系 列 ) 
入 ロ 圧 力 


入 ロ 温 度 

回 転 数 
(2) HRSG 

種 類 


蒸発 量 (高圧 / 中 圧 / 低 圧 ) 

出口 圧力 (高圧 / 中 圧 / 低 圧 ) 

出口 温度 (高圧 / 中 圧 / 低 圧 ) 
(3) ST 

種 類 


出力 (4-1 号 系 列 ) 


出力 (4-2 号 系 列 ) 

入口 圧力 (高圧 / 再 熱 / 低 圧 ) 

入口 温度 (高圧 / 再 熱 / 低 圧 ) 

回 転 数 
(4) ブラ ント 性 能 

認 可 出 カ 

熱 効 率 


4 台 

一 軸 開 放 サ イク ル 形 
270.000kW 

284, 000 k W 
1.9MPa 

1, 450C (常用 ) 
3.000r pm 

4 台 

排 熱 回 収 三重 圧式 
291/75/61t/h 
14.1/4.9/0.64MP a 
569/295/270 で て 

2 台 

くし 形 2 流 排気 式 
再 熱 混 圧 復 水 形 
265.000kW 
272.000kW 
13.7/4.1/0.50MP a 
566/566/267 で C 
3.000r pm 


1, 610, 000 k W 
5596 (LHV 基準 ) 
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併せ て , 全 大 気温 度 域 に お ける 燃焼 状態 の 各種 実機 試 
験 を 繰り 返し , 出力 特性 の 詳細 確認 , 設備 耐力 や 周辺 補 
機 類 等 の 現場 機器 の 状態 に つい て . 再 評価 を 実施 し な が 
ら , 年 間 を 通じ て ビー ク 時 運用 に よる 増 出力 (1210MW) 
運用 が 可能 な こと を 確認 し た ( 図 9 参照 )。 


ルイ ロッ トル 





① ア ニュ ラー 型 燃焼 器 か ら マ ル チ ノ ズル 型 燃焼 器 に 変 
更 (NO x レベ ル が 約 8 0ppm ラ 4 0ppm) 
冷却 構造 変更 に よる 冷却 強化 (寿命 : 従来 比 1. 6 倍 
程度 ) 
新型 燃焼 益 





対策 内容 
冷却 設計 の 変更 (2 キャ ビ テ ィ ラ 3 キャビティ お よ 
び シ ュ ラ ウド 冷却 追加 ) 

② 前 縁 部 TBC+ 耐 酸化 コー ティ ング か ら 全 面 TBC 


8 ター ビン 人 准 却 強化 細 (1 段 静 深 ) 


認可 出力 変更 後 
1, 21OMW 


ニー ニー- 変 更 前 .154O) 
ーー 変更 後 Q.201' で ) 





15 35 
大 気温 度 [C] 


9 3 号 系 列 出力 特性 
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4.2 4 号 系 列 の 取り 組み 

4-1 号 系 列 は , 世界 初 の T1T : 1500 て の 実現 を 目標 に 
掲げ , 実機 の 開発 ・ 性 能 試 験 と 並行 し な が ら 和 建設 を 進め 
た 。 建設 当時 (1999 年 頃 ) は , 安定 し た 電力 供給 を 行 な 
うた め , 高温 部 品 の 状況 を 確認 し つつ 運用 し て いく と い 
う 観点 か ら , T1T : 1450 て で の 運用 を 行い , 将来 的 な 
1500C 人 運用 に 向け た 技術 的 知見 の 蓄積 を 行なっ た 。 

2006 年 (平成 18 年 ) に 運転 を 開始 し た 4-2 号 系 列 で は 
更 な る 技術 開発 を 進め , 4-1 号 系 列 の 運転 初期 に 経験 し 
た 燃焼 振動 の 課題 等 を 踏ま え 更 な る 改善 を 施し た 新型 
燃焼 器 採用 や 高温 部 品 の 耐力 向上 を 目的 と し た 改良 型 
1 段 動静 翼 を 採用 し , 設備 の 信頼 性 向上 対策 を 実施 し た 
( 図 10 参 照 )。 

4.2 写 系 列 運 開 時 は , 需給 バラ ンス 上 , 安定 運用 が 求 
め ら れ て いた こと も あり , 4.1 号 系 列 で 実績 の あっ た 
T1T : 1450 て で 運用 を 開始 し た 。 運用 開始 後 は T1T : 
1.500C で の 各種 実機 試験 を 実施 し , 全 大 気温 度 域 に お 











EE 




























外側 ライ ナー 


= ED 


ら デ 
「 時 エ ネル ギー 
交換 | 2 側 ラ イナ ー 


at) 
ルギー 
内 
ーー 







強い 循環 に 高温 


ョ ガス が 巻き 込ま 
し る 








(燃焼 


② 各 種 設計 変更 に よる 安定 燃焼 性 の 向上 





選 搬 必 7 婦 夢 夏 
・ 全 面 フ ィ ル ム 
AN "全面 TBC 
*( ・3 キ ャ ピ テ ィ 
① プ ロフ ァイル 形状 の 変更 (効率 向上 ) 
② 冷 却 設計 の 変更 


図 10 42 与 系 列 設備 の 信頼 性 向上 対策 





ける 安定 運用 の 各種 デー タ 蓄 積 を 行なう と と も に , 定期 
点検 や 燃焼 器 点検 な ど びに より , 高温 部 品 の 健全 性 を 再 確 
認 , 再 評価 し た 。 そ の 結果 , 4-2 号 系 列 で は T1T1.500C 
で の 運用 が 常時 可能 と 評価 し , 増 出 力 700MW) 運 
用 が 可能 な こと を 確認 し た ( 図 11 参 照 )。 

4.3 3・4 号 系 列 の 増 出力 効果 

T1T 高 温 化 に よる 増 出力 運用 が 常時 可能 と 評価 で きた 
こと か ら , 法令 諸手 続き の 準備 を 進め て いる 中 , 2011 年 
(平成 23 年 ) 3 月 11 日 に 東日本 大 岩 災 が 発生 し , 当社 の 太 
平 洋 側 火力 発電 設備 が 甚大 な 被害 に 直面 し た 。 深刻 な 供 
給 力 不足 の 解消 が 喫 繁 の 課題 と な っ た が , 関係 箇所 の ご 
理解 , ご 協力 を いた だ き , 岩 災 発生 の 翌週 (3 月 17 日 ) 
に は , 認可 出力 変更 届出 が 受理 され た 。 3 ・4 号 系 列 の 
増 出力 運用 に よっ て , 夏場 の 需給 山 迫 時 の 追加 供給 力 ( 最 
大 210MW) と し て 戦列 に 加え る こと が で きた ( 表 3 参 照 )。 
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1400 
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図 11 4 号 系 列 出力 特性 
表 3 3・4 号 系 列 増 出力 効果 

T1T CC) 1, 154 1, 201 
系 列 出力 (MW) 1, 090 1, 210 
(@ 大 気温 度 ) (@24 で 以下 ) (@7C 以 下 ) 





最大 増 出力 量 


4 号 系 列 増 出力 後 
T1T (や で) 1, 500※' 
系 列 出力 (MW) 1, 700 
(@ 大 気温 度 ) (@8°C 以下 ) (@4°C 以 下 ) 
最大 増 出力 90 
(MW) 





※1 : 4 一 2 号 系列 の み 
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5. その 他 増 出力 へ の 取り 組み 


5.1 GT 吸気 口 で の ミス ト 水 噴霧 装置 の 設置 

大 気温 度 が 上 昇 す る 夏場 な ど びに は , 吸気 の 空気 密度 低 
下 と と も に , GT 出力 が 低下 する た め , GT 吸気 口 に , 非 
常に 微細 で 気化 性 の 高い 水滴 を ミス ト 状 に 噴 邑 す る 装 軒 
を 設置 し ( 図 12 参 照 ), 吸気 温度 を 低下 させ る こと に よ 
り 増 出力 を 図る こと を 実現 し , 高 気 温 ・ 低 湿度 時 の ミス 
ト 噴霧 に よる 増 出力 運用 も 行なっ て いる 。 





6. まとめ 


当 発電 所 3 ・ 4 号 系 列 で は , これ まで 紹介 し た 増 出力 
運用 開始 か ら 2 年 以上 が 経過 し て いる が , トラ ブル は 発 
生 し て お ら ず , これ ら の 運用 性 向上 対策 の 有効 性 を 十分 
に 確認 で き て いる 。GTCC 発 電設 備 は まだ まだ 技術 開発 
の 裕 度 を 保持 し て お り , 運用 性 向上 へ の 挑戦 は 継続 中 で 
ある 。 

当社 は 事業 用 大 容量 GTCC 発 電設 備 開発 の 先駆 け と し 
て , 1984 年 (昭和 59 年 ) に 国内 初 の 事業 用 大 容量 GTCC 
発電 設備 を 東 新潟 3 号 系 列 に 採用 し て 以来 , その 後 の 同 
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図 12 4 写 系 列 ミ スト 水 噴 北 状 況 


台 火 力 3 号 系 列 ま で 一 紀 し て 高 効 率 GTCC 発 電設 備 の 開 
発 ・ 連 用 に 山 進 し て きた 。 


そう し た 中 で 培 わ れ た 生 の 技術 や , 飽く な き 挑 戦 の 人 
的 モチ ナベ ーション は 無形 有形 の 資産 と し て 当社 火力 マン 
の 中 に 息づい て お り , 未来 永 効 受け 継が れ て いく も の と 
確信 し て いる 。 

本 寄稿 に 拠り 0. これ まで の 増 出力 に 向け 尽力 され た 先 
人 の 辛苦 に 人 敬 意 を 評 し 締め くく る も の と し た い 。 
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